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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回示 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成15年12月平成16年12月平成17年12月平成18年12月平成19年12月

売上高 (千円) 34,796,50633,366,35630,656,62825,886,06925,078,676

経常利益又は経常損
失（△）

(千円) 3,641,4953,474,5582,223,392△61,619△474,090

当期純利益又は当期
純損失（△）

(千円) 2,048,2541,804,4861,266,858△898,029△1,666,295

持分法を適用した場
合の投資利益

(千円) - - - - -

資本金 (千円) 3,114,7003,114,7003,114,7003,114,7003,114,700

発行済株式総数 (千株) 59,052 58,765 58,530 58,496 58,460

純資産額 (千円) 8,928,8719,535,2139,589,4168,051,2305,968,164

総資産額 (千円) 16,585,71117,472,52716,491,34014,843,18811,402,865

１株当たり純資産額 (円) 151.20 162.26 163.84 137.64 102.09

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配
当額

(円)
(円)

17.35
（　 －）

18.50
（　　-）

10.73
（　　 -）

7.00
（　　-）

7.00
（　　-）

１株当たり当期純利
益又は１当たり当期
純損失

(円) 34.31 30.63 21.59 △15.35 △28.49

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) - - - - -

自己資本比率 (％) 53.8 54.6 58.1 54.2 52.3

自己資本利益率 (％) 24.1 19.5 13.2 - -

株価収益率 (倍) 13.7 18.1 22.46 - -

配当性向 (％) 50.6 60.4 49.7 - -

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,864,0831,471,6101,131,743△590,138△1,289,852

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円)△ 1,972,079△ 1,840,379960,0933,410,186△379,380

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,148,595△1,151,907△1,210,813△638,300△666,028

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,737,269216,5931,097,6163,279,364944,104

従業員数
[外、平均臨時雇用者
数]

(人)
1,153
（　302）

1,135
（　309）

1,024
（　335）

879
（　353）

771
（　286）

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。

４．第35期及び第36期は当期純損失のため、自己資本利益率及び株価収益率は記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

昭和43年３月 米国のエイボン アライド プロダクツ インコーポレーテッド（以下ＡＡＰＩという）は在日

支店を開設し、翌年９月から日本におけるエイボン製品の販売を開始しました。

昭和48年９月 ＡＡＰＩの親会社であるエイボン プロダクツ インコーポレーテッド（以下ＡＰＩという）の

全額出資（資本金16億円）により、当社が設立され、ＡＡＰＩ在日支店より、製造部門（墨田工

場）を引継ぎました。

昭和50年６月 伝統的なエイボンの販売方法の基本である“テリトリー制度”（担当地区制度）を日本の習慣

に合わせて廃止し、その後の伸長の基礎となる日本独自のエイボン販売方法を確立しました。

昭和50年８月 神奈川県愛甲郡に、現在の厚木オペレーション センターの敷地、建物を取得し、改築に着手しま

した。

昭和51年11月ＡＡＰＩに第三者割当増資を行ない資本金を34億円としました。

昭和51年11月ＡＡＰＩ在日支店の閉鎖にともない、営業その他を引き継ぎ、販売を開始しました。

昭和52年２月 厚木工場を開設、本格的製造を開始しました。

昭和54年１月 任意団体エイボン女性文化センターを設立し、女性の地位向上への援助、地域社会への貢献等の

プログラムを実施しました。

昭和54年３月 昭和53年３月に着手した厚木工場の拡張工事が完了、業務本部、電算部も移転して、厚木オペ

レーション センターとして業務を開始しました。

昭和54年９月 日本市場のために開発した、トータル スキンケア ライン“レジョンス”を発売しました。

昭和57年６月 昭和56年９月より行なわれた厚木オペレーション センターの第二期拡張工事が完了しました。

昭和57年７月 沖縄地域での販売を開始し、日本全域を販売地域としました。

昭和57年12月ＡＰＩは同社の実質的な子会社であるエイボン インターナショナル オペレーションズ イン

コーポレーテッド（以下、ＡＩＯという）に当社株式を譲渡しました。

昭和59年５月 当社の100％出資販売子会社として、エイボン株式会社（現株式会社リブ　アンド　ライフ、資本

金１億円）を設立し、当社の販売業務を移管しました。

昭和60年10月エイボン株式会社（現株式会社リブ　アンド　ライフ）を通じて、健康食品“インナーバランス

”の販売を開始しました。

昭和61年12月ＡＩＯは、ＡＡＰＩを吸収合併し、その所有する当社株式を取得しました。その結果、当社は、Ａ

ＩＯの100％子会社となりました。

昭和62年７月 エイボン株式会社（現株式会社リブ　アンド　ライフ）を通じて、ファッション　ジュエリーの販

売を開始しました。

昭和62年12月社団法人日本証券業協会東京地区協会（現日本証券業協会）に当社の株式を店頭登録し、公開

しました。

昭和63年10月エイボン株式会社（現株式会社リブ　アンド　ライフ）を通じて、ランジェリー（現商品グルー

プ名　インナーウェア）の販売を開始しました。

昭和63年11月エイボン株式会社（現株式会社リブ　アンド　ライフ）の営業のうち、化粧品、健康食品、ファッ

ション　ジュエリー、ランジェリー（現商品グループ名　インナーウェア）等の販売業務を譲り

受けました。

平成３年８月 企業体力の増強と企業体質の再構築により、顧客数の大幅な増大を目ざした中期経営計画（５

カ年）を導入しました。

平成５年３月 ＡＩＯの100％出資子会社であるエイボン・ビューティー・プロダクツ株式会社を吸収合併し

ました。

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場しました。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）はエイボン・プロダクツ株式会社（当社）、親会社（直接被所有１社、間接被所

有２社）及び子会社１社によって構成されております。

　当社は、アメリカ合衆国に本拠地を置く化粧品製造販売会社である親会社のエイボン　プロダクツ　インコーポレーテッド

の一員として、我が国において化粧品等の製造及び販売を行っております。国内においては、100万人以上の得意先を通じて、

当社の製・商品を販売するとともに、海外のエイボン・グループ各社と製・商品の仕入並びに販売を行っております。

　子会社の株式会社リブ　アンド　ライフは損害保険代理業を主たる業務としております。

　以上のことを系統図として図示すると、次のとおりであります。

 

 

　（注）　＊１は、直接被所有の親会社です。

＊２は、間接被所有の親会社です。

＊３は、間接被所有の親会社であり、＊２の親会社です。
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４【関係会社の状況】

親会社

名称 住所
資本金
(千米ドル)

主要な事業の内容
議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

エイボン　プロダク
ツ　インコーポレー
テッド

アメリカ合衆国
ニューヨーク州

1,278,474
化粧品類の製造、
販売、その他

74.7
(74.7)

エム・アイ・ホールディン
グズ・インコーポレーテッ
ドの親会社

エム・アイ・ホール
ディングズ・イン
コーポレーテッド

アメリカ合衆国
ニューヨーク州

36,999
化粧品類の製造、
販売、その他

74.7
(74.7)

エイボン　インターナショ
ナル　オペレーションズ　イ
ンコーポレーテッドの親会
社

エイボン　インター
ナショナル　オペ
レーションズ　イン
コーポレーテッド

アメリカ合衆国
ニューヨーク州

66,945
化粧品類の製造、
販売、その他

74.7 ──────

　（注）　議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有で内数であります。なお、上記の親会社の状況について系統図を示すと、次

のとおりであります。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円）

771(286) 46才1ヶ月 12年11ヶ月 5,917,191

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．従業員数が前期末に比べ108人減少しましたのは、平成18年11月に実施いたしました営業部門の特別早期退職プロ

グラム（会社主導退職プログラム、退職日は平成19年1月31日）に基づく退職者等によります。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

 

１【業績等の概要】

(1）業績

　当期におけるわが国経済は、民間企業の設備投資やアジア向けを中心にした輸出が好調で、穏やかな拡大を続けましたが、原油

価格の高騰、株安及び米国経済の減速などの懸念材料もあり、景気の先行きは不透明な状況にありました。

　当社の主要製品分野であります化粧品業界は、市場の成熟化、さらに業種・業態の垣根を越えた企業間競争がますます激しさを

増しております。特に化粧品の価格面及び利益面での絶え間ない競争により、厳しい事業環境が続いております。

当社は、世界100カ国以上のネットワークを持つ化粧品会社として独自の最先端技術により、日本女性の肌質と好みにあった

高機能製品を国内で製造し、販売してまいりました。また、お客様のニーズに応える健康食品、ファッション・ジュエリー及びイ

ンナーウェア等の豊富な商品を提供してまいりました。当社は、ビューティ市場及びダイレクトセリング市場の変化に遅れをと

らないために、また市場での競争力を回復し、売上の持続的成長達成を目指して、大規模な組織構造改革を進めておりますが、当

期はその道程の過程にあります。この経営資源の再配分及び効果的な営業活動の実施の一環としまして、全国に存在する営業地

域（ゾーン）の総数を削減し、より少数で、より規模の大きな、より強力なゾーンで構成された営業組織の構築を進めました。ま

た、広告宣伝及び製・商品の品揃えの見直し等の販売促進に係る諸費用を積極的に投入いたしました。

当期は、エイボンのブランド価値を更に高めるため、グローバルが一体となって展開する新たな広告キャンペーン「Hello

Tomorrow」を開始いたしました。この広告キャンペーンを通じて今までのイメージを刷新し、よりスタイリッシュでファッショ

ナブルな革新的ビューティブランドとしてチャンスを捉え、新天地を開拓し、企業の持続的成長を図っております。

製品面では、スキンケア製品で主力ブランドであります「ミッションＹ」の調法を刷新し、ハリ・つや・うるおいのある肌を

テーマに美容液とクリームを追加して発売し、「ミッションＹ」をシリーズ化しました。また、好評を博しております、上まぶた

と目の下、それぞれの処方をもつダブルのアイクリーム「ミッションＤＲアイリフト」に加えて、この美容整形発想のミッショ

ンＤＲラインに新製品を導入し、充実させました。メイクアップ製品では、グローバルブランドであります「エイボンカラー」

を全面的にリニューアルし、ブランド名を「エイボン」と変更して販売するとともに、この「エイボン」と共に当社の2大カ

ラーブランドの一つであります「エフエムジー」に新製品を加えて販売いたしました。　

さらに当期は、より魅力のある、より強力なブランドの構築を目指し、製品ラインの絞込みを行った結果、一時的な費用として

棚卸商品の評価損を計上いたしました。

当期の売上高は、250億78百万円（前期比3.1％減）となりました。利益面におきましては、営業損失は6億41百万円（前期は営

業損失は51百万円）、経常損失は4億74百万円（前期は経常損失61百万円）及び当期純損失は16億66百万円（前期は当期純損失

8億98百万円）となりました。

（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）キャッシュ・フロー

当期におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりであり、当事業年度における現金及び現金同等物（以

下「資金」という。）は、前事業年度に比較して23億35百万円減少し、当事業年度末には9億44百万円となりました。

・営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果使用して資金は、△12億89百万円（前期は、△5億90百万円）となりました。これは、主として税引前当期純損

失が11億63百万円（前期は、税引前当期純損失14億61百万円）及び仕入債務の減少額が5億58百万円であったこと等によりま

す。

・投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は、3億79百万円（前期は34億10百万円）となりました。これは、主として有形固定資産の取得が

3億72百万円であったことによります。

・財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は、6億66百万円（前期は、6億38百万円）となりました。この使用した資金は、配当金の支払額4

億9百万円及び短期借入金の返済2億49百万円等であったことによります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品　　目

第　36　期

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

メイクアップ（千円） 7,544,285 105.5

スキンケア（千円） 11,339,722 93.9

ヘアケア（千円） 914,960 99.5

その他の化粧品（千円） 1,440,714 104.1

合計（千円） 21,239,683 98.7

　（注）　金額は、販売価格（消費税等を除く。）で表示しております。

 

(2）商品仕入実績

　当事業年度の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品　　目

第　36　期

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

健康食品（千円） 825,675 94.0

ファッション・ジュエリー
（千円）

446,600 84.7

インナーウェア（千円） 584,062 90.1

その他（千円） 169,618 64.2

合計（千円） 2,025,956 87.4

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。
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(4）販売実績

　当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品　　目

第　36　期

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

製品   

メイクアップ（千円） 6,937,578 101.4

スキンケア（千円） 10,501,627 96.0

ヘアケア（千円） 929,397 101.1

その他の化粧品（千円） 1,371,760 106.2

小計（千円） 19,740,363 98.8

商品   

健康食品（千円） 2,043,265 89.0
ファッション　ジュエリー
（千円）

1,320,428 85.8

インナーウェア（千円） 1,438,819 93.0

その他（千円） 535,798 104.1

小計（千円） 5,338,312 90.5

合計（千円） 25,078,676 96.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

今後のわが国経済の見通しにつきましては、原油価格の動向、米国経済の先行き及び株安・円高などの不透明な要素があり、景

気は引き続き楽観を許さない状況が続くものと思われます。

こうした中、当社は引き続き、「持続的成長への復活」の諸施策を強力に推し進めます。特に、より多くの女性をエイボンに勧誘

し、説得力のあるキャンペーン及び強力なカタログを展開し、刷新されてパワーアップした主要ブランドを通じて女性との関わ

りを強化してまいります。次期の業績につきましては、引き続きコスト改善を進めると共に、利益率の高い製品に焦点を当てた製

品ラインの絞り込みによって、業績の向上を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の事業活動において、経営成績及び財政状態に下記のリスク等によって重要な影響を及ぼす可能性があります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

 

(1）厳しい競争市場での事業活動

　当社の主要製品分野であります、わが国の化粧品市場は、既に成熟した市場であると言われており、化粧品業界の出荷高

は、近年、横ばい傾向にあります。このような市場において企業間競争は厳しさを増しておりますが、当社はエイボン・ブ

ランドの魅力を強化するとともに新製品の投入等により、売上及び利益の増加を図っております。しかしながら、予想を超

える個人消費の動向、顧客嗜好の変化、競合他社の活動等は、売上の減少を生じ、経営成績及び財政状態に重要な影響を及

ぼす可能性があります。

 

(2）品質保証及び法的規制

　当社は、すべてのお買い上げ製品の交換、返品ができるエイボン・ギャランティ制度（完全保証制度）を採用しておりま

すが、これは自社製品に対する自信の表れであります。また、グローバル企業として世界レベルの研究開発力により製品の

品質向上に努めております。しかしながら、万が一、製品の品質について何らかの問題が生じた場合、経営成績及び財政状

態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　当社の化粧品事業では薬事法による医薬部外品の規制等、健康食品事業では食品衛生法の規制等、また、販売形態であり

ます「訪問販売」及び「通信販売」につきましては、消費者との適正な取引を図るための「特定商取引に関する法律」等

が定められており、当社はこれらの法的規制に基づき、製品の製造及び販売を行っております。従いまして、これらの法律

の改廃、新たな法的規制の新設及び適用基準の変更等は、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

(3）顧客情報の管理

　当社は、国内において100万人以上の得意先の個人情報及び製品の開発、製造等にかかる機密情報を保有しております。こ

れらの情報は、厳重な社内管理体制であります内部監査を含む内部統制制度により管理しております。特に得意先の個人

情報につきましては、「個人情報保護法」（平成17年4月施行）に準拠し、厳重かつ適切に管理しております。しかしなが

ら、何らかの原因によりこれらの情報が外部に漏洩した場合、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(4）災害

　当社は、化粧品等製造設備、配送設備、コールセンター及び情報処理部門等を神奈川県愛川町にあります厚木オペレー

ションセンターに設けております。近年、厚木オペレーションセンターでは、災害による影響を最小限に抑えるべく、諸設

備に関して耐震補強工事及び防災設備の改修工事を行いました。また、統括業務及び販売業務等の施設としまして、本社を

東京都新宿区の耐震構造建物であります東京オペラシティビルに設けております。さらに、大規模災害発生時に対応する

為「災害復旧計画」を作成し、緊急時の対策を講じております。しかしながら、これらの諸設備に災害等不測の事態が生じ

た場合、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

技術導入契約

相手方の名称 国名 契約内容 契約期間

エイボン　イン
ターナショナル　
オペレーション
ズ　インコーポ
レーテッド

アメリカ合衆
国

(1）化粧品、医薬部外品、その
他の製造
・加工に必要・有益な技術
情報の開示・指導並びに商
標権、特許権等の使用許諾

(2）健康食品等の商標権の使
用許諾等

昭和63年１月１日か
ら
平成19年12月31日
(平成17年12月31日
から延長)まで
但し、契約期間満了
の6カ月前までに当
事者の一方が解約通
告しない限り、2年ず
つ自動延長

　（注）1.　上記契約に基づき、ロイヤルティとして売上高の一定率を支払っております。

　2.　上記の契約期間につきましては、契約期間満了の6カ月前（平成19年6月30日）までに当事者の双方から解約の通告が

ありませんので、平成20年1月1日から2年間延長されております。

 

６【研究開発活動】

当社の研究開発は、エイボン　プロダクツ　インコーポレーテッド（アメリカ合衆国）との間で締結した技術導入契約に基

づき、同社の研究開発部門と緊密な連携により行われております。ニューヨーク州サファーンにあります同社研究開発部門

では、肌のメカニズムの精密な分析はもとより、現代化学の応用と天然成分などの有効利用について常に積極的な研究が行

われており、また近年は、大学及び民間の研究機関との共同開発を含めて、「美白」及び「老化防止」の二大テーマに対して

継続的な研究開発を行っております。

　平成19年度は、昭和61年（1986年）以来約800万本も売り上げました「ミッションＹ」をシリーズ化いたしました。酸素に

よるエネルギー産生をテーマに５製品を導入し、ハリ、つや、うるおいを強く訴求してまいりました。また、ミッションＤＲラ

インをさらに充実させました。光美容に着目した「ミッションＤＲフォトトリートメント」、脂肪吸引技術からヒントを得

た「ミッションＤＲリフト＆タック」、及びサーマクール美容技術に対応する「ミッションＤＲサーマファームクリーム」

を販売しました。さらに、アジア発の新しい発想の美白製品「クリアホワイトシュプリーム」を発売すると共に「ネオナ

チューラ」及び「ルネッセージ」も強力にリニューアルしました。

一方、メイクアップ製品では、エイボンのグローバルブランドであります「エイボンカラー」を全面的にリニューアルし、

ブランド名も「エイボン」と変えて強力に販売し好評を得ました。また、最高級メイクアップライン「ミッション・リバイ

タライジング」を大幅にリニューアル、白金コロイドを加え、トリートメント効果に酸化防止効果も加え販売しました。さら

に、「ネオサマー」及び「ルネッセージ」もリニューアルしました。

　健康食品においては、好評いただいています「グルコサミンパウダー」に加え、新たに関節痛に着目した「グルコサミンド

リンク」、また去年大成功を収めました「スピーディスリム」のリゾット版を発売しました。

平成20年度は、ブランド構成を見直しながら、かつ主要製品に新しく開発した独自の技術を導入してまいります。まったく

新しい美白理論とそれをサポートする独占成分で、「ミッションホワイト」ラインを新しく導入いたします。もう一つの大

きなテーマである老化につきましては、ご好評いただいておりますシュールアージュラインを「ミッションエクラ」として

強力にリニューアルします。また、長寿タンパクの働きに着目し、肌を長生きさせる技術を新開発、「ミッションエクラドー

ル」として販売してまいります。さらに、「ルネッセージ」ラインにエッセンスを追加いたします。

一方、メイクアップ製品では、特にファンデーションに着目し、現在の日本人の肌色を調査し、その結果を踏まえて主要

ファンデーションの色味を変更いたします。最も大きなカラーブランドに成長しました「ＦＭＧ」ラインに、軽いタッチで

美しく装えるファンデーションを導入し、またご好評いただいています「ミッションリバイタライジング」にエマルション

タイプの新しいファンデーションを加え、より強化してまいります。また、「ルネッセージ」を一部リニューアルし、口紅や

アイ製品にも新色を導入し、カラー製品をさらに魅力あるラインにしてまいります。

健康食品においては、独自の特許製法にこだわったフルーツ味の植物発行飲料「ヴィタリータ」を発売、さらに体のメタ

ボリックに着目したメタボリックダイエット等、今年も話題性のある製品を導入してまいります。

なお、当社独自の研究開発は行っておりませんので、研究開発費用の大部分は、技術導入契約（第２　事業の状況　5．経営

上の重要な契約等を参照。）に基づく支払いロイヤルティに含まれております。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。この財務諸表の

作成にあたって、たな卸資産の評価、有価証券の評価、減価償却資産の耐用年数の設定、及び貸倒引当金の計上等の重要な

会計方針並びに税効果会計等に関して見積り及び判断を行っております。過去の実績及び当該取引の状況に照らして、合

理的と考える見積り及び判断を行っておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異

なる場合があります。

　なお、文中の将来に関する事項については、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

(2）当事業年度の経営成績の分析

　　　売上高につきましては、前事業年度を若干、下回る結果となりました。これには幾つかの原因がありますが、その一つには、

製品ラインの見直しによりスキンケア製品並びに健康食品及びファッション・ジュエリーの商品が当初の計画を下回っ

たことによります。売上原価につきましては、主に輸入原材料の価格上昇及び売上未達に伴う操業度の低下により、売上原

価率が上昇しました。

販売費及び一般管理費は、組織構造改革による人件費等の削減額を販売促進の諸費用に投入するとともに、さらに広告

宣伝及び低調なダイレクト・メール・ビジネスにかかる通信費等を投入したことにより増加しました。この結果、営業損

失となりました。経常損益につきましては子会社からの受取配当金などがありましたが、営業損失の計上により、経常損

失となりました。

当期純損益につきましては、利益貢献度の低い製品及び商品の見直しにより、特別損失として棚卸資産評価損を計上し

たこと、及び今後の課税所得の見積額の見直しを行った結果、繰延税金資産の取り崩しが生じ、法人税等調整額を計上し

たことにより、当期純損失となりました。

　

(3）当事業年度末の財政状態の分析

資産合計は、前事業年度に比較して34億40百万円減少し、114億2百万円となりました。これは主として、現金及び預金が

23億35百万円及び商品等の棚卸資産が4億42百万円減少したこと等によります。

負債合計は、前事業年度に比較して13億57百万円減少し、54億34百万円となりました。これは主として、仕入債務であり

ます支払手形が2億70百万円及び買掛金が2億87百万円、それぞれ減少したこと並びに短期借入金が2億49百万円減少した

ことと等によります。

純資産合計は、前事業年度に比較して20億83百万円減少し、59億68百万円となりました。これは株主資本において、当期

純損失16億66百万円の計上及び剰余金の配当4億9百万円等により繰越利益剰余金が20億83百万円減少したことによりま

す。
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第３【設備の状況】
 

１【設備投資等の概要】

　当社は、下記の設備を中心に、当事業年度におきまして3億76百万円の設備投資を実施いたしました。

　主な設備投資は、高速高機能リキッド充填設備、排水処理設備の更新及び金型の取得等であります。

　また、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に本社及び厚木オペレーションセンター（生産設備及び配送センター等）並びに総合化粧品等販売店として

エイボンビューティセンター東京オペラシティ店、同大阪梅田店を設けております。

　以上のうち、主要な設備は以下のとおりであります。

事業所名

（所 在 地）
設備の内容

帳簿価額
従
業
員
数

(人)

建物

（千円）

構築物

（千
円）

機械
及び
装置

（千
円）

工具
器具
備品

（千
円）

土地

（千
円）

(面積㎡
)

その他

（千
円）

合計

（千円）

本社
(東京都新宿
区)

統括業務施
設及び販売
業務施設

82,563 － － 17,612
－

(　　－)
－ 100,175 454

厚木オペ
レーション
センター
(神奈川県愛
甲郡愛川町)

化粧品等製
造設備及び
配送等施設

1,671,649 21,288 798,130 314,424
961,838

(38,242)
57,141 3,824,470 317

　（注）１．投下資本の金額は帳簿価額によっております。

２．本社の建物は、賃借建物に係る内装設備等であります。

３．上記の他、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

 名称 数量
リース期間

（年）

リース料

（千円）

リース契約残
高（千円）

 
電話交換機等の
事務機

一式 5 8,642 16,568

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気予測、業界の動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　なお、当事業年度末現在における重要な設備計画の概要は、以下のとおりであります。

事業所名

（所在
地）

設備の内
容

投資予定金額

資金調
達方法

着手及び完了予定年
月

完成後の
増加能力

総額

（百万
円）

既支払額

（百万
円）

着手 完了
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厚木オペ
レーショ
ンセン
ター（神
奈川県愛
甲郡愛川
町）

IT設備の
更新、合
理化

324 －
自己資
金

平成20
年1月

平成20
年12月

－

工具、器
具、備品
の購入

120 － 同上 同上 同上 －

製造設備
の更新、
合理化

120 － 同上 同上 同上 －

その他 145 － 同上 同上 同上 －

合計 710 － － － － －
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第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 262,496,926

計 262,496,926

　

②【発行済株式】

種類

事業年度末現在発行
数

（株）

（平成19年12月31
日）

提出日現在発行数
（株）

（平成20年3月31
日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 58,460,126 58,460,126
ジャスダック証券
取引所

－

計 58,460,126 58,460,126 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株
式総数増
減数
（株）

発行済株
式総数残
高（株）

資本金増
減額（千
円）

資本金残
高（千
円）

資本準備
金増減額
（千円）

資本準備
金残高
（千円）

平成15年１月１
日

～

平成15年12月31
日

（注）１.

△ 429,000 59,052,000 － 3,114,700 － 24,644

平成16年１月１
日

～

平成16年12月31
日

（注）２.

△ 287,000 58,765,000 － 3,114,700 － 24,644
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平成17年１月１
日

～

平成17年12月31
日

（注）３.

△235,000 58,530,000 － 3,114,700 － 24,644

平成18年１月１
日

～

平成18年12月31
日

（注）３.

△33,074 58,496,926 － 3,114,700 － 24,644

平成19年１月１
日

～

平成19年12月31
日

（注）３.

△36,800 58,460,126 － 3,114,700 － 24,644

　（注）１．改正商法第210条に基づく利益による自己株式の消却

２．改正商法第210条に基づく利益による自己株式の消却及び当社取締役会の決議に基づく自己株式の取得及び消却

３．当社取締役会の決議に基づく自己株式の取得及び消却
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（５）【所有者別状況】

      平成19年12月31
日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未
満株式
の状況
（株）

政府及
び地方
公共団
体

金融機
関

金融商
品取引
業者

その他
の法人

外国法人等
個人そ
の他

計個人以
外

個人

株主数
（人）

－ 11 9 102 8 2 4,353 4,485 －

所有株式
数（単
元）

－ 931 90 570 44,372 2 12,490 58,455 5,126

所有株式
数の割合
（％）

－ 1.59 0.15 0.97 75.9 0.00 21.39 100.00 －

（注）「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

エイボン　インターナ
ショナル　オペレー
ションズ　インコーポ
レーテッド
（常任代理人 エイボ
ン・プロダクツ株式
会社）

アメリカ合衆国ニューヨーク州
ニューヨーク市　アメリカズ　ア
ベニュー 1345
（東京都新宿区西新宿3-20-2）

43,655 74.67

エイボン社員持株会 東京都新宿区西新宿3-20-2 728 1.24

シービーエヌワイ　ナ
ショナル　ファイナン
シャル　サービシス　
エルエルシー
（常任代理人 シティ
バンク銀行株式会
社）

アメリカ合衆国ニューヨーク州
ニューヨーク市ＮＹ25Ｑ　リバ
ティーストリート200
（東京都品川区東品川2－3－
14）

675 1.15

明治安田生命保険相
互会社
(常任代理人　資産管
理サービス信託銀行
株式会社)

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

500 0.85

赤井　知光 大阪府阪南市 368 0.62

日本生命保険相互会
社

東京都千代田区丸の内1－6－6 325 0.55

赤井　ミチヨ 大阪府阪南市 142 0.24

堀内　清美 大阪市生野区 130 0.22

尾原　嘉道 東京都渋谷区 94 0.16

資産管理サービス信
託銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-12 71 0.12
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計 － 46,688 79.82
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式
等）

－ － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式
等）

－ － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

58,455,000
58,455 －

単元未満株式 5,126 － －

発行済株式総数 58,460,126 － －

総株主の議決権 － 58,455 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2千株が含まれております。また、「議決権の

数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。

 

②【自己株式等】

   平成19年12月31日現在

所有者の氏
名又は名称

所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

エイボン・プロダクツ株式会社(E01025)

有価証券報告書

18/87



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年2月21日）での決議
状況
（取得期間　平成19年2月22日～平成19年
12月31日）

500,000 250,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 36,000 7,126,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 464,000 242,874,000
当事業年度の末日現在の未行使割合
（％）

92.8 97.1

   

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年2月20日）での決議
状況
（取得期間　平成20年3月1日～平成20年
12月31日）

500,000 250,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合
（％）

－ －

   

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 100.0 100.0
 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 800 165,900
   

当期間における取得自己株式 － －

（注）当事業年度における取得自己株式は、単元未満株式の買取り請求による普通株式の取得です。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の
総額

（円）

株式数
（株）

処分価額の
総額

（円）
引き受ける者の募集を行った取得自
己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 36,800 7,291,900 － －
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合併、株式交換、会社分割に係る移転
を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（－）

－ － － －

     

保有自己株式数 － － － －
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する配当額の決定は最重要政策と認識しており、基本的には利益に見合った配当をすべきものと考えてお

ります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関

は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　内部留保資金につきましては、より大きな成長につながる設備投資、新製品の研究開発などに充当するほか、自己株式の取

得を弾力的に行うこと等を基本方針としております。

　当期の業績は損失計上という不本意な結果となりましたが、安定的な配当を維持するため、当期の期末配当金（年間配当

金）は1株につき7円といたしました。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款で定めておりま

す。

　なお、当事業年度において、中間配当は行っておらず、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当金（円）

平成20年3月28日

定時株主総会決議
409,220 7

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高
（円）

528
598

※610
595 486 257

最低
（円）

225
540

※426
470 227 140

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の

公表のものであります。なお、第33期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものでありま

す。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成19年７
月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高
（円）

240 230 216 200 193 185

最低
（円）

221 190 193 187 170 140

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

代表取
締役

社長

テレン
ス・ム
アヘッ
ド

昭和38年１月
30日生

昭和63年７月　ブーズ・アレ
ン・ハミルトン　マ
ネジメント・コン
サルタント

平成３年12月　エイボン・プ
ロダクツ・イン
コーポレーテッド　
グローバル・スト
ラテジック・プラ
ンニング担当ヴァ
イス・プレジデン
ト

平成11年６月　エイボン・イ
タリー社長

平成13年８月　エイボン・プ
ロダクツ・イン
コーポレーテッド　
ニュー・ビジネス
・アンド・ＵＳビ
ジネス・ディベ
ロップメント担当
ヴァイス・プレジ
デント

平成15年２月　エイボン・カ
ナダ社長

平成18年２月　当社総支配人
平成18年３月　株式会社リブ

・アンド・ライフ
取締役（現任）

平成18年４月　当社代表取締
役社長（現任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間

－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

    

昭和54年８月　台湾宣蘭中華
民国陸軍少尉

昭和56年６月　台湾テキサス
・インストゥール
メント・プロセス
・エンジニア

昭和59年７月　スイス・プロ
クター・アンド・
ギャンブルA.G.

昭和61年１月　米国プロク
ター・アンド・
ギャンブル

  

    

昭和63年１月　台湾プロク
ター・アンド・
ギャンブル、ブラン
ド・マネジャー/ア
ソシエイト・アド
バータイジング・
マネジャー

平成３年７月　米国プロク
ター・アンド・
ギャンブル、ヘアケ
ア・カテゴリー担
当マーケティング
・ディレクター

  

代表取
締役
 
 

 

ジェー
ムス・
シー・
ウェイ
 
 

昭和32年７月
17日生

 

 

平成５年４月　台湾プロク
ター・アンド・
ギャンブル、マーケ
ティング・ディレ
クター

平成６年１月　同社ジェネラ
ル・マネジャー

平成11年７月　中国プロク
ター・アンド・
ギャンブル、ヴァイ
ス・プレジデント
・アンド・ジェネ
ラル・マネジャー

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間
 
 

－

 

 

    

平成15年６月　エイボン・プ
ロダクツ・イン
コーポレーテッド、
アジア・パシ
フィック・ストラ
ティジック・プラ
ンニング担当リー
ジョナル・ヴァイ
ス・プレジデント
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平成16年１月　同社アジア・
パシフィック、
ニューマーケッツ
・アンド・ストラ
ティジック担当
ヴァイス・プレジ
デント

平成18年１月　同社アジア・
パシフィック担当
シニア・ヴァイス
・プレジデント

平成18年４月　当社代表取締
役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

代表取
締役

イン
フォ
メー
ション
テクノ
ロジー
・アン
ド・カ
スタ
マー
サービ
ス担当
エグゼ
クティ
ブディ
レク
ター

岡　修
昭和22年11月
３日生

昭和50年12月　当社入社
昭和59年11月　当社システム

・プログラミング
マネージャー

昭和63年１月　当社システム
・データープロセ
シンググループマ
ネージャー

昭和63年10月　当社情報シス
テム部長

平成６年12月　当社情報シス
テム・カストマー
サービス部長

平成７年１月　当社情報シス
テム・カストマー
サービス本部長

平成10年３月　当社取締役情
報システム・カス
トマーサービス本
部長

平成10年４月　当社取締役業
務本部長

平成15年４月　当社取締役カ
ストマー・リレー
ションズ・マネジ
メント本部長

平成17年７月　株式会社リブ
・アンド・ライフ
取締役（現任）

平成17年８月　当社取締役ビ
ジネス・トランス
フォーメーション
・アンド・ＩＴ本
部長

平成18年１月　当社代表取締
役

平成18年10月　当社代表取締
役インフォメー
ションテクノロ
ジー・アンド・カ
スタマーサービス
担当エグゼクティ
ブディレクター
（現任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間

15
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

    

平成２年３月　フォード・
モーター・カンパ
ニー入社

平成４年４月　フォード・
モーター・カンパ
ニー、セフティ・ラ
ボラトリーズ、テス
ト・デベロップメ
ント・エンジニア

平成７年１月　同社プロダク
ト・ストラテジィ
・オフィス、シニア
・ストラテジィ・
アナリスト

平成７年８月　フォード・
モーター・カンパ
ニー、シニア・ファ
イナンシャル・ア
ナリスト －松田自
動車株式会社広島
出向

  

    

平成８年８月　同社、ビステオ
ン、プロフィット・
コンソリデーショ
ン・アンド・スペ
シャル・スタ
ディーズ・スー
パーバイザー

平成11年１月　同社、ビステオ
ン、コンペティティ
ブ・アナリシス・
アンド・スペシャ
ル・スタディーズ
・マネジャー

  

取締役
 
 

ASLF
・
フィー
ルドト
ランス
フォー
メー
ショ
ン、エ
グゼク
ティブ
・ディ
レク
ター
 
 

アリフ
・イク
バル
 
 

昭和39年９月
23日生

 

 

平成11年５月　デルファイ・
オートモーティブ
・システム・ジャ
パン・リミテッド、
アジア／パシ
フィック担当シニ
ア・ファイナンス
・マネジャー

平成13年１月　デルファイ・
中国シアオシャン
社合併会社取締役

平成14年７月　デルファイ、
オートモーティブ
・システム・ジャ
パン・リミテッド、
アジア/パシフィッ
ク担当シニア・マ
ネジャー兼デル
ファイ、ジャパンＣ
ＦＯ

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間
 
 

－
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平成15年１月　デルファイ　
ジャパンＣＦＯ兼
アドミニストレー
ション・ディレク
ター

平成16年７月　デルファイ・
アジア・パシ
フィック、リージョ
ナル・プランニン
グ・ディレクター

  

    

平成17年４月　当社経理本部
長

平成17年５月　株式会社リブ
・アンド・ライフ
取締役

平成17年８月　同社代表取締
役（現任）

平成17年９月　ミシガン大学
ロス・スクール・
オブ・ビジネス －
国際ビジネス教育
センター、アドバイ
ゾリー・カウンセ
ル(現任)

平成18年３月　当社取締役経
理本部長

平成20年1月　 当社取締役Ａ
ＳＬＦ・フィール
ドトランスフォー
メーション、エグゼ
クティブ・ディレ
クター　
（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

取締役  
シヨン
・キム

昭和45年10月
27日生

平成11年9月　 チャドボーン　
アンド　パークＬＬ
Ｐアソシエート

平成17年10月　エイボン・プ
ロダクツ・イン
コーポレーテッド　
アシスタント　ジェ
ネラル　カウンセル

平成20年1月　 アジアパシ
フィック　アンド　
チャイナ、エイボン
・プロダクツ・イ
ンコーポレーテッ
ド　リージョナルカ
ウンセル

平成20年3月　 当社取締役
（現任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間

－

取締役  
岩國　哲
人

昭和11年７月
11日生

昭和52年５月　モルガン スタ
ンレー インターナ
ショナル入社

昭和59年３月　メリル リンチ 
ジャパン会長

昭和62年６月　メリル リンチ 
キャピタル マー
ケット上席副社長

昭和63年10月　バージニア大
学経営大学院客員
教授（現任）

平成元年４月　出雲市長
平成８年３月　当社取締役

（現任）
平成８年10月　衆議院議員

（現任）
平成11年９月　中国（天津）

南開大学客員教授
（現任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間

－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

取締役  
大河原　
愛子

昭和16年11月
15日生

昭和53年12月　株式会社
ジェーシー・フー
ズ代表取締役社長

昭和60年９月　株式会社
ジェー・シー・
シー代表取締役社
長

平成６年９月　株式会社大仁
ジェーシー・フー
ズ代表取締役社長

平成８年３月　当社取締役
（現任）

平成12年６月　株式会社
ジェーシー・フー
ズネット代表取締
役会長

平成15年3月　 株式会社
ジェー・シー・
シー代表取締役会
長

平成15年10月　株式会社
ジェーシー・コム
サ代表取締役会長
（現任）

平成18年6月　 亀田製菓株式
会社社外取締役
（現任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間

39

取締役  
尾原　蓉
子

昭和13年10月
７日生

昭和37年４月　旭化成工業株
式会社入社

平成３年６月　旭化成工業株
式会社繊維マーケ
ティング部ＦＢ人
材開発部長

平成３年６月　株式会社旭化
成テキスタイル取
締役

平成６年６月　株式会社旭リ
サーチセンター取
締役（現任）

平成11年３月　財団法人
ファッション産業
人材育成機構ＩＦ
Ｉビジネス・ス
クール学長（現
任）

平成12年３月　当社取締役
（現任）

平成19年３月　株式会社西友
社外取締役（現
任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら２
年間

－
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常勤監
査役

 
澤田　澄
男

昭和11年10月
１日生

昭和45年３月　エイボン アラ
イド プロダクツ イ
ンコーポレーテッ
ド在日支店入社

昭和51年11月　当社へ移籍
昭和60年５月　当社取締役営

業統轄本部長
昭和63年８月　当社取締役業

務本部長
平成２年８月　当社常務取締

役
平成５年３月　当社常務取締

役経営戦略・新規
事業企画本部長

平成６年６月　当社常務取締
役辞任

平成９年３月　当社常勤監査
役（現任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら４
年間

15
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

監査役  貞安　実
昭和16年９月

26日生

昭和46年４月　スペリー・ラ
ンド・ファーイー
スト・インク入社

昭和50年１月　米国スペリー
・コーポレーショ
ン内部監査人

昭和53年９月　米国スペリー
・コーポレーショ
ン日本担当内部監
査マネジャー

昭和63年４月　ユニシス・
ジャパン株式会社
取締役管理本部長
兼日本ユニシス株
式会社・沖ユニシ
ス株式会社・東京
計器株式会社監査
役

平成４年１月　日本コン
ピュータービジョ
ン株式会社取締役
管理本部長

平成６年４月　デルコン
ピューター株式会
社（日本）常務取
締役管理本部長

平成13年７月　日本ユニシス
株式会社監査役

平成15年３月　当社監査役
（現任）

平成
19年
３月
29日
の定
時株
主総
会か
ら４
年間

6
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監査役  
足立　俊
生

昭和15年11月
21日生

昭和38年4月　三井物産株式会
社大阪支店経理部

昭和50年5月　豪州三井物産株
式会社財務・経理
部　

昭和54年8月　三井物産株式会
社財務部国内金融
室

昭和59年11月　中東三井物産
株式会社副社長

昭和63年5月　三井物産株式会
社プロジェクト金
融部

平成3年7月　　豪州三井物産株
式会社財務・経理
部長

平成5年6月　　三井物産株式会
社プロジェクト金
融部長

平成6年10月　米国三井物産株
式会社監督付副社
長

平成9年6月　　三井物産株式会
社経理部参与　監査
役

平成12年6月　三井木材工業株
式会社専務取締役

平成13年6月　三井物産株式会
社顧問

平成16年6月　三井物産株式会
社退社

平成19年3月　当社監査役（現
任）

平成
19年
３月
29日
の定
時株
主総
会か
ら４
年間

－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株
式数

（千
株）

監査役  

エイド
リアン
・キル
コイン

昭和35年12月
2日生

昭和57年9月　ＫＰＭＧ　シニ
アオーディター
（アイルランド）

昭和60年9月　アルカテル　Ｓ
Ａ　シニア　
ファイナンス　マ
ネージャー
（アイルランド）

昭和63年9月　アップルコン
ピューターインク
ファイナンス　マ
ネージャー

平成3年10月　同社ヨーロピア
ン　ビジネスプ
ランニング　マネー
ジャー

平成7年4月　 同社ヨーロピア
ン　オペレー
ションコントロー
ラー（アイル
ランド・オランダ・
パリ）

平成10年9月　コティ　インク　
グローバルサ
プライチェーンファ
イナンス　
ヴァイス　プレジデ
ント
（ニューヨーク・オ
ランダ）

平成17年7月　エイボン・プラ
ダクツ・イン
コーポレーテッド、
グローバル
サプライチェーン
ファイナンス　
エグゼクティブディ
レクター

平成20年3月　エイボン　アジ
ア　パシフィッ
ク　ヴァイス　プレジ
デント　
ファイナンス（現
任）
当社監査役（現任）

平成
20年
３月
28日
の定
時株
主総
会か
ら４
年間

－

    計  75

　（注）１．取締役　シヨン・キム、岩國　哲人、大河原　愛子及び尾原　蓉子は、会社法第2条第15号
に定める社外取締役であります。

２．監査役　貞安　実、足立　俊生及びエイドリアン・キルコインは、会社法第2条第16号に定める社外監査役でありま
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す。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、基本理念の一つとして、「社会と環境の発展に寄与し、企業責任を全うすること。」を掲げております。この基本理

念を根幹として、「会社は、たゆみなく新たな成長の機会を追求し、常に収益性の向上に努め、良き手本として高く評価され

る倫理的企業になることによって、株主に貢献すること。また、社員は最高の倫理基準を遵守し、常に正しい行動をとるこ

と。」が、最も重要な経営課題の一つであると考えております。

 

(1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織、その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

①　取締役会は、取締役8名（この内、社外取締役4名）で構成されており、経営方針等、経営上の重要事項を決定するととも

に、業務執行に対する監督を行っております。特に多くの社外取締役により、会社経営の透明性及び公正性を向上させ、

経営の「信頼性」を確保するように努めております。

②　当社は監査役制度を採用しております。監査役会は監査役4名（常勤監査役1名と社外の非常勤監査役3名）で構成され

ており、取締役会への出席等、取締役の職務執行の監査を行っております。特に社内の状況に詳しい社内出身の監査役と

社外監査役の連携により、監査の実効性をより高め、客観的な意見表明が出来るように努めております。また、定期的に

会計監査人でありますあらた監査法人から会計監査の方法及び会計監査の結果等について報告を受けております。

③　当社はあらた監査法人により、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受けております。当社の会計監査業務を

執行した公認会計士は、小澤　元秀氏及び廣川　朝海氏であり、また会計監査業務に係る補助者は、公認会計士3名、会計士

補等4名及びその他8名であります。

　また、顧問契約を結んでおります顧問弁護士（法律事務所）から、必要に応じて法律全般に係る助言を受け、諸法令の

遵守に努めております。

④　役員報酬及び監査報酬は、下記の通りであります。

役員報酬

  支給人員 支給額

取締役 報酬 7名 139百万円

監査役 報酬 4名 19百万円

合計 ― 11名 158百万円

　（注）　上記支給額の他、使用人兼務取締役（2名）に対して使用人分給与（賞与を含む）39百万円があります。ま

た、上記の支給額には、当事業年度末における役員退職慰労引当金の増加額5百万円（取締役3名及び監査

役1名）は含まれておりません。なお、当事業年度において役員退職慰労金の支給はありません。

監査報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基
づく報酬

支払額

　 あらた監査法人 18百万円

合計 18百万円

　（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報

酬の額を区別しておらず、実質的にも区別できないため、その合計額を記載しております。

２．会計監査人に対して、上記の会計監査業務に基づく報酬の支払い以外の報酬等の支払いはありません。

⑤　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監査役会の同意を得た

うえで、又は、監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたしま

す。

　　　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基

づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選任した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におき

まして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。　　
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(2）内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

　事業活動全般にわたり生じ得る多様なリスクに対応する様、内部統制システムとして内部牽制及び内部監査の両制度を

設けております。

①　内部牽制制度

　当社の最上位組織は、株主総会において選任された取締役により構成された取締役会であり、経営方針等、経営の重要

項目の決定を行っております。また、この取締役会は社長の他、経営会議のメンバーによる業務執行が経営方針等に合致

し、適正かつ効果的に行われていることを監督する任務を負っております。

　当社の業務執行機関は、各部門の最高責任者で構成する社長を議長とする経営会議であり、業務に係わる諸事項を決定

し、実行しております。この経営会議のメンバーは、迅速な意思決定と明確な実行責任が求められております。具体的に

は、この経営会議の決定に基づき営業、マーケティング、製造及び物流等の各部門が製品の企画、製造、販売及び配送の業

務を行い、電算、経理、法務及び人事・総務の各部門が、その管理を担当するとともに内部牽制によるコントロールを実

施しております。

②　内部監査制度

　当社は、内部監査部門を設けており、1名が所属しております。当該内部監査部門と親会社でありますエイボン・プロダ

クツ・インコーポレーテッドの国際監査部門のスタッフによる内部監査を実施しております。特に、当該国際監査部門

の専門スタッフにより定期的な内部監査を受けており、業務プロセスの適正性及び経営の効率性等を常に確認し、その

改善を図っております。また、内部監査部門は必要に応じて、監査役会及び会計監査人であります監査法人と連携し、そ

の業務を遂行しております。

　近年、ビジネス・プロセス・リエンジニアリング（Business Process Reengineering）の導入において、業務内容及び

業務のフローを見直す上で、必要な内部統制を盛り込んだプロセスを再認識し、より有効な内部統制システムを構築し

ております。

 

(3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

①　親会社でありますエイボン・プロダクツ・インコーポレーテッド（アメリカ合衆国）より、社外取締役1名及び社外監

査役1名が就任しております。

②　親会社等と製・商品の仕入れ及び販売の取引を行っております。また、親会社でありますエイボン・インターナショナ

ル・オペレーションズ・インコーポレーテッド（アメリカ合衆国）に技術導入契約に基づきロイヤルティとして売上

高の一定率を支払っております。

③　上記以外の当社の社外取締役又は社外監査役と当社の間には、人的関係等の利害関係はありません。

 

(4）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施状況

　全社員の行動指針となるべき規範をまとめた「業務倫理規程」を配布し、また、これを社内イントラネットに掲載し、

「社員は、業務において最高水準の倫理規範を遵守して行動し、不適切な行為またはその疑いを招くような行為を避ける

こと。」という会社の基本原則について、意識の向上、強化に努めております。

 

(5）取締役の定数

　当社の取締役は、3名以上とする旨定款で定めております。

 

(6）自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定款で定

めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株

式を取得することを目的とするものであります。

 

(7）株主総会の特別決議要件

　　　　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、決議権を行使することができる株主の議決権の3分

の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会におけ

る特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】
 

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第35期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第36期事業

年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第35期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務

諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第36期事業年度（平成19年１月１日から平成19

年12月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、子会社

の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しい

ものとして、連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　　　1.6％

売上高基準　　　　　　　0.1％

利益基準　　　　　　　△0.7％

利益剰余金基準　　　　　1.6％
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   3,279,364   944,104  

２．売掛金 ※１  1,911,247   1,642,164  

３．商品   567,105   406,865  

４．製品   596,913   466,155  

５．原材料   724,526   665,655  

６．仕掛品   191,464   176,548  

７．貯蔵品   215,182   137,948  

８．前払費用   401,655   479,479  

９．繰延税金資産   980,754   568,446  

10．未収入金 ※１  666,814   819,197  

11．その他   4,840   135  

12．貸倒引当金   △15,055   △15,936  

流動資産合計   9,524,813 64.2  6,290,765 55.2
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前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  7,920,588   7,896,181   

減価償却累計額  6,117,252 1,803,335  6,141,969 1,754,212  

２．構築物  166,607   166,607   

減価償却累計額  141,940 24,667  145,319 21,288  

３．機械及び装置  5,282,299   5,365,995   

減価償却累計額  4,463,158 819,141  4,567,865 798,130  

４．車両運搬具  71,571   69,617   

減価償却累計額  64,549 7,021  62,122 7,495  

５．工具器具備品  3,760,780   3,804,837   

減価償却累計額  3,415,062 345,718  3,472,801 332,036  

６．土地   961,838   961,838  

７. 建設仮勘定   28,550   49,645  

有形固定資産合
計

  3,990,272 26.9  3,924,645 34.4

(2）無形固定資産        

1．ソフトウエア   42,204   25,077  

無形固定資産合
計

  42,204 0.3  25,077 0.2

(3）投資その他の資
産

       

１．関係会社株式   100,000   100,000  

２．敷金・保証金   228,447   233,184  

３．前払年金費用   872,046   829,192  

４．繰延税金資産   83,804   -  

５．その他   1,600   -  

投資その他の資
産合計

  1,285,897 8.6  1,162,376 10.2

固定資産合計   5,318,375 35.8  5,112,099 44.8

資産合計   14,843,188 100.0  11,402,865 100.0
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前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   1,061,103   790,246  

２．買掛金 ※1  1,164,508   877,163  

３．短期借入金 ※1  249,259   -  

４．未払金 ※1  1,831,811   1,677,844  

５．未払消費税等   11,213   98,161  

６．未払費用   1,449,082   1,198,399  

７．未払法人税等   16,945   19,837  

８．預り金   164,654   182,928  

９．返品引当金   31,240   26,456  

10．その他   5,125   5,149  

流動負債合計   5,984,943 40.3  4,876,187 42.8

Ⅱ　固定負債        

１．長期退職給付未
払金

  778,608   524,240  

２．役員退職慰労引
当金

  28,406   34,272  

固定負債合計   807,014 5.5  558,513 4.9

負債合計   6,791,958 45.8  5,434,700 47.7
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前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   3,114,700 21.0  3,114,700 27.3

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  24,644   24,644   

資本剰余金合計   24,644 0.1  24,644 0.2

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  778,675   778,675   

(2）その他利益剰
余金

       

別途積立金  1,200,000   1,200,000   

繰越利益剰余金  2,933,210   850,145   

利益剰余金合計   4,911,885 33.1  2,828,820 24.8

株主資本合計   8,051,230 54.2  5,968,164 52.3

純資産合計   8,051,230 54.2  5,968,164 52.3

負債純資産合計   14,843,188 100.0  11,402,865 100.0
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②【損益計算書】

  

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円）
百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高        

１．製品売上高  19,989,471   19,740,363   

２．商品売上高  5,896,597 25,886,069 100.0 5,338,312 25,078,676 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．製品売上原価        

イ）製品期首たな
卸高

 568,011   596,913   

ロ）当期製品製造
原価

 6,232,235   6,491,667   

ハ）他勘定へ振替
高

※１ △398,897   △577,776   

合計  6,401,348   6,510,803   

ニ）製品期末たな
卸高

 596,913 5,804,435  466,155 6,044,648  

２．商品売上原価        

イ）商品期首たな
卸高

 640,423   567,105   

ロ）当期商品仕入
高

 2,317,614   2,025,956   

ハ）他勘定より振
替高

 134,887   1,515   

合計  3,092,925   2,594,577   

ニ）商品期末たな
卸高

 567,105 2,525,820  406,865 2,187,711  

売上原価合計   8,330,255 32.2  8,232,360 32.8

売上総利益   17,555,813 67.8  16,846,316 67.2
Ⅲ　販売費及び一般管
理費

※1,2  17,607,078 68.0  17,487,512 69.7

営業損失   51,264 △0.2  641,196 △2.5

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※３ 2,650   0   

２．為替差益  -   16,518   

３．受取配当金 ※３ -   150,000   

４．その他  3,311 5,961 0.0 3,673 170,192 0.6

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息 ※３ 1,855   784   

２．為替差損  12,800   -   
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３．過年度退職関連
費用

 -   1,371   

４．雇用納付金  -   850   

５．その他  1,660 16,316 0.1 81 3,086 0.0

経常損失   61,619 △0.3  474,090 △1.9
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前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円）
百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅵ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 19,657   15,381   

２．特別退職関連費
用

※５ 1,380,696   -   

３. 棚卸資産評価損  - 1,400,354 5.4 673,799 689,181 2.7
税引前当期純損
失

  1,461,974 △5.7  1,163,271 △4.6

法人税、住民税及
び事業税

 △13,648   6,911   

法人税等調整額  △550,296 △563,944 △2.2 496,112 503,023 2.0

当期純損失   898,029 △3.5  1,666,295 △6.6

        
 

製造原価明細書

  

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

Ⅰ　材料費  3,614,518 57.3 3,818,157 58.9

Ⅱ　労務費  923,895 14.6 949,251 14.7

Ⅲ　経費  1,775,674 28.1 1,710,857 26.4
（うち減価償却
費）

 (　243,344) (　3.9) (　234,827) (　3.6)

（うち外注加工
費）

 (　770,331) ( 12.2) (　763,967) ( 11.8)

当期総製造費用  6,314,088 100.0 6,478,266 100.0
期首仕掛品たな
卸高

 244,499  191,464  

合計  6,558,587  6,669,731  

期末仕掛品たな
卸高

 191,464  176,548  

他勘定へ振替高
(注)
２

134,887  1,515  

当期製品製造原
価

 6,232,235  6,491,667  

      
　（注）１．原価計算の方法は単純総合原価計算であり、期中は予定原価を用い、原価差額は期末において製品、仕掛品及び売上

原価等に配賦しております。
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２．他勘定へ振替高は、商品売上原価への振替額であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 株主資本
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計

純資産合
計

 
資本準
備金

資本
剰余
金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

 
別途積立
金

繰越利
益剰余
金

平成17
年12月
31日　残
高（千
円）

3,114,700 24,644 24,644 778,675 1,200,000 4,472,480 6,451,155
△

1,084
9,589,416 9,589,416

事業年
度中の
変動額

          

剰余金
の配当

- - - - -
△

628,004
△

628,004
-

△
628,004

△
628,004

当期純
損失
（△）

- - - - -
△

898,029
△

898,029
-

△
898,029

△
898,029

自己株
式の取
得

- - - - - - -
△

12,152
△12,152 △12,152

自己株
式の消
却

- - - - - △13,236 △13,236 13,236 - -

株主資
本以外
の項目
の事業
年度中
の変動
額（純
額）

          

事業年
度中の
変動額
合計
（千
円）

- - - - -
△

1,539,270
△

1,539,270
1,084

△
1,538,186

△
1,538,186

平成18
年12月
31日　残
高（千
円）

3,114,700 24,644 24,644 778,675 1,200,000 2,933,210 4,911,885 - 8,051,230 8,051,230

           
 

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 株主資本
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計

純資産合
計

 
資本準
備金

資本
剰余
金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

 
別途積立
金

繰越利
益剰余
金
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平成18
年12月
31日　残
高（千
円）

3,114,700 24,644 24,644 778,675 1,200,000 2,933,210 4,911,885 - 8,051,230 8,051,230

事業年
度中の
変動額

          

剰余金
の配当

- - - - -
△

409,478
△

409,478
-

△
409,478

△
409,478

当期純
損失
（△）

- - - - -
△

1,666,295
△

1,666,295
-

△
1,666,295

△
1,666,295

自己株
式の取
得

- - - - - - -
△

7,291
△7,291 △7,291

自己株
式の消
却

- - - - - △7,291 △7,291 7,291 - -

株主資
本以外
の項目
の事業
年度中
の変動
額（純
額）

          

事業年
度中の
変動額
合計
（千
円）

- - - - -
△

2,083,065
△

2,083,065
-

△
2,083,065

△
2,083,065

平成19
年12月
31日　残
高（千
円）

3,114,700 24,644 24,644 778,675 1,200,000 850,145 2,828,820 - 5,968,164 5,968,164
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フ
ロー

   

税引前当期純損
失（△）

 △1,461,974 △1,163,271

減価償却費  459,683 438,933
貸倒引当金の増
加額（減少額）

 △742 881

前払年金費用の
減少額

 442,486 42,854

役員退職慰労引
当金の増加額
（減少額）

 △7,182 5,866

有形固定資産除
却損

 19,657 15,381

受取利息及び受
取配当金

 △2,650 △150,000

支払利息  1,855 784
売上債権の減少
額

 57,081 269,083

たな卸資産の
（増加額）減少
額

 △170,057 442,019

その他の流動資
産の（増加額）
減少額

 165,589 △220,821

その他の固定資
産の（増加額）
減少額

 △3,687 -

仕入債務の増加
額（減少額）

 521,176 △558,201

未払人件費の
（減少額）

 △55,171 △139,059

退職給付未払金
の（減少額）

 △539,560 △276,045

未払消費税等の
増加額（減少
額）

 △115,881 86,948

その他の流動負
債の増加額（減
少額）

 603,646 △200,082

小計  △85,731 △1,404,730
利息及び配当金
の受取額

 2,650 150,000

利息の支払額  △1,855 △784

EDINET提出書類

エイボン・プロダクツ株式会社(E01025)

有価証券報告書

48/87



法人税等の支払
額

 △505,202 △34,338

営業活動による
キャッシュ・フ
ロー

 △590,138 △1,289,852

EDINET提出書類

エイボン・プロダクツ株式会社(E01025)

有価証券報告書

49/87



  

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分

注
記
番
号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フ
ロー

   

有形固定資産の
取得による支出

 △366,266 △372,176

無形固定資産の
取得による支出

 △15,214 △4,065

短期貸付金の回
収による収入

 3,720,000 -

その他の固定資
産の取得による
支出

 △8,401 △3,470

その他の固定資
産の回収による
収入

 80,067 331

投資活動による
キャッシュ・フ
ロー

 3,410,186 △379,380

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フ
ロー

   

短期借入金の純
増加額

 1,856 △249,259

自己株式の取得
による支出

 △12,152 △7,291

配当金の支払額  △628,004 △409,478

財務活動による
キャッシュ・フ
ロー

 △638,300 △666,028

Ⅳ　現金及び現金同等
物の増加額（減少
額）

 2,181,748 △2,335,260

Ⅴ　現金及び現金同等
物の期首残高

 1,097,616 3,279,364

Ⅵ　現金及び現金同等
物の期末残高

※ 3,279,364 944,104
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重要な会計方針

 

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
１．たな卸資産の評
価基準及び評価方法

(1) 商品 (1) 商品
　先入先出法に基づく原価法
を採用しております。

同　　　　左

 (2) 製品 (2) 製品
 　先入先出法に基づく原価法

を採用しております。
同　　　　左

 (3) 原材料 (3) 原材料
 　先入先出法に基づく原価法

を採用しております。
同　　　　左

 (4) 仕掛品 (4) 仕掛品
 　先入先出法に基づく原価法

を採用しております。
同　　　　左

 (5) 貯蔵品 (5) 貯蔵品
 　個別法に基づく原価法を採

用しております。
同　　　　左

２．有価証券の評価
基準及び評価方法

　子会社株式につきましては、
移動平均法による原価法を採
用しております。

同　　　　左

３．固定資産の減価
償却の方法

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産
　定率法を採用しておりま
す。但し、建物の一部につい
ては、その見積り経済耐用年
数に基づく定額法を採用し
ております。なお、主な耐用
年数は以下のとおりであり
ます。

　　　　　同　　　　左

 建物　　　　 　 10 - 45年
機械及び装置　　 9 ‒ 15年
工具器具備品　　 2 ‒ 15年

 

 　　　　　─ 　（会計方針の変更）
  　　当事業年度より、法人税法の

改正に伴い平成19年4月1日以
後に取得した有形固定資産に
ついては、改正後の法人税法
に基づく減価償却の方法に変
更しております。なお、これに
よる損益に与える影響は軽微
であります。

 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
 　定額法を採用しておりま

す。但し、ソフトウェア（自
社利用）については、社内に
おける見込利用可能期間
（５年）による定額法を採
用しております。

同　　　　左

４．引当金の計上基
準

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金
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 　一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等
については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

同　　　　左
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前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
 (2) 退職給付引当金（前払年金

費用）
(2) 退職給付引当金（前払年金
費用）

 　従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、計上して
おります。なお、会計基準変
更時差異については、15年に
よる按分額を費用処理して
おります。
　数理計算上の差異について
は、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（8.3
－9年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理
しております。

　従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、計上して
おります。なお、会計基準変
更時差異については、15年に
よる按分額を費用処理して
おります。
　数理計算上の差異について
は、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（9.4
年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理し
ております。

 (3) 返品引当金 (3) 返品引当金
 　期末日後の返品に備えるた

め、過去の返品実績率に基づ
き算定した返品見込額を計
上しております。

同　　　　左

 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金
 　役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しており
ます。

同　　　　左

５．リース取引の処
理方法

　リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

同　　　　左

６．ヘッジ会計の方
法

(1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

 　繰延ヘッジ処理を採用して
おります。

同　　　　左

 (2) ヘッジ手段：為替予約 (2) ヘッジ手段：同　　　　左
 ヘッジ対象：外貨建買掛金

及び外貨建予定
取引

ヘッジ対象：同　　　　左

 (3) ヘッジ方針：為替変動によ
る外貨建金銭債
権債務の損失可
能性を減殺する
目的で行ってお
ります。

(3) ヘッジ方針：同　　　　左
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 (4) ヘッジ有効性評価の方法： (4) ヘッジ有効性評価の方法：
 ヘッジ開始時か

ら有効性判断時
点までの期間に
おいて、ヘッジ対
象とヘッジ手段
の相場変動の累
計を比較し、両者
の変動額等を基
礎にして判断し
ております。

同　　　　左
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前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
７．キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資から
なっております。

同　　　　左

８．その他財務諸表
作成のための基本と
なる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式を採用してお
ります。

同　　　　左

 

会計処理方法の変更

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
（固定資産の減損に係る会計基準） ─
　当事業年度より、固定資産の減損に係る
会計基準（「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議会　平成14年8月9日）及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第6号　平成15年10月
31日）を適用しております。
　なお、これによる損益に与える影響はあ
りません。

 

（貸借対照表の「純資産の部」の表示に
係る会計基準）

─

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準」（企業会
計基準第5号　平成17年12月9日）及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」（企業会計基準適
用指針第8号　平成17年12月9日）を適用し
ております。
　なお、従来の資本の部の合計に相当する
金額は8,051,230千円であります。

 

 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）
※１　区分掲記した科目以外の関係会社に
対するものは次のとおりであります。

※１　区分掲記した科目以外の関係会社に
対するものは次のとおりであります。
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売掛金 124千円
未収入金 4,472
買掛金 5,855
短期借入金 249,259
未払金 178,996

　

 
未収入金 6,687千円
買掛金 11,321
未払金 163,570
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（損益計算書関係）

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
※１　他勘定へ振替高は、自家製品を販売
促進費及び見本費その他へ振替えた額
であります。

※１　　　　　　　 同　　　　左

※２　販売費及び一般管理費 ※２　販売費及び一般管理費
　販売費に属する費用のおおよその割
合は51％であり、一般管理費に属する
費用のおおよその割合は
49％であります。主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

　販売費に属する費用のおおよその割
合は53％であり、一般管理費に属する
費用のおおよその割合は 47％でありま
す。主要な費目及び金額は次のとおり
であります。

 
荷造運賃費 174,147千円
販売促進費 4,540,054
従業員給与手当 4,454,795
従業員賞与 861,546
ロイヤルティ 1,420,416
福利厚生費 662,651
退職給付費用 565,622
貸倒引当金繰入額 15,055
役員退職慰労引当金
繰入額

6,127

減価償却費 187,829
　

 
荷造運賃費 194,419千円
販売促進費 4,506,178
従業員給与手当 3,062,157
従業員賞与 1,723,696
ロイヤルティ 1,384,689
福利厚生費 609,197
退職給付費用 452,550
貸倒引当金繰入額 15,936
役員退職慰労引当金
繰入額

5,866

減価償却費 187,595
事務代行手数料 940,599
通信費 896,421

　
※３　区分掲記した科目以外の関係会社に
係るものは、次のとおりであります。

※３　区分掲記した科目以外の関係会社に
係るものは、次のとおりであります。

 
受取利息 2,650千円
支払利息 1,855

　

 
受取配当金 150,000千円
支払利息 784

　
※４　固定資産除却損の主なものは、機械
及び装置の11,896千円並びに建物附属
設備の2,359千円であります。

※４　固定資産除却損の主なものは、機械
及び装置の
3,069千円、建物の3,186千円並びに建物
附属設備の4,138千円であります。

※５　特別退職関連費用は、平成18年6月に
実施しましたキャリア・サポート・プ
ログラム及び平成18年11月に実施しま
した営業部門の特別早期退職プログラ
ムの双方より発生しました特別退職加
算金及び退職給付会計の未認識項目の
一部分について一時に認識した費用等
であります。

※５　　　　　　　　　　 ─
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の総数並びに自己株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式
数（株）

当事業年度増
加株
式数（株）

当事業年度減
少株
式数（株）

当事業年度末
株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 58,530,000 - 33,074 58,496,926

合計 58,530,000 - 33,074 58,496,926

自己株式     

普通株式 2,074 31,000 33,074 -

合計 2,074 31,000 33,074 -

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加31,000株は当社取締役会の決議に基づく自己株式の取得であり、減少33,074株は当

社取締役会の決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年3月30日
定時株主総会

普通株式 628,004 10.73
平成17年12月

31日
平成18年3月

30日
 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議
株式の種
類

配当金の
総額

（千円）

配当の原
資

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月
29日
定時株主総会

普通株
式

409,478
利益剰余
金

7.00
平成18年12月

31日
平成19年3月

30日

 

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の総数並びに自己株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式
数（株）

当事業年度増
加株
式数（株）

当事業年度減
少株
式数（株）

当事業年度末
株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 58,496,926 ̶ 36,800 58,460,126

合計 58,496,926 ̶ 36,800 58,460,126

自己株式     

普通株式 ̶ 36,800 36,800 ̶

合計 ̶ 36,800 36,800 ̶

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加36,800株は当社取締役会の決議に基づく自己株式の取得36,000株及び単位未満株

式の買取り請求による取得800株であり、減少36,800株は当社取締役会の決議に基づく自己株式の消却によるもので
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あります。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月29日
定時株主総会

普通株式 409,478 7.00
平成18年12月

31日
平成19年3月

30日
 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議
株式の種
類

配当金の
総額

（千円）

配当の原
資

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月
28日
定時株主総会

普通株
式

409,220
利益剰余
金

7.00
平成19年12月

31日
平成20年3月

31日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借
対照表に記載されている科目の金額との
関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借
対照表に記載されている科目の金額との
関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在）
 
現金及び預金勘定 3,279,364千円
現金及び現金同等物 3,279,364千円
　

 
現金及び預金勘定 944,104千円
現金及び現金同等物 944,104千円
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（リース取引関係）

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額

 

 

取得価
額相当
額
（千
円）

減価償
却累計
額相当
額
（千
円）

期末残
高相当
額
（千
円）

工具器具
備品

50,157 29,329 20,828

車両運搬
具

81,570 62,767 18,802

合計 131,727 92,097 39,630
　

 

 

取得価
額相当
額
（千
円）

減価償
却累計
額相当
額
（千
円）

期末残
高相当
額
（千
円）

工具器具
備品

43,007 26,438 16,568

車両運搬
具

82,758 66,417 16,341

合計 125,765 92,855 32,909
　

（注）　取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定しており
ます。

（注）　　　　　　 同　　　　左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額
 

１年内 18,481千円
１年超 21,149
合計 39,630

　

 
１年内 13,557千円
１年超 19,352
合計 32,909

　
（注）　未経過リース料期末残高相当額は

未経過リース料期末残高が有形固
定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法により
算定しております。

（注）　　　　　　 同　　　　左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額
 
支払リース料 32,602千円
減価償却費相当額 32,602

　

 
支払リース料 21,363千円
減価償却費相当額 21,363

　
４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

同　　　　左
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（有価証券関係）前事業年度（第35期）及び当事業年度（第36期）

　関係会社株式100,000千円は非上場でありますので、開示の対象から除いております。その他開示の対象とする有価証券

はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
(1）取引の内容 (1）取引の内容
　利用しているデリバティブ取引は、通貨
関連の為替予約取引等であります。

　同　　左

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針
　デリバティブ取引は、将来の為替・金利
の変動によるリスク回避を目的としてお
り、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

　同　　左

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的
　デリバティブ取引は、通貨関連で外貨建
金銭債権債務の為替変動リスクを回避
し、安定的な利益の確保を図る目的で利
用しております。
　なお、デリバティブ取引を利用してヘッ
ジ会計を行っております。

　同　　左

①　ヘッジ会計の方法： ①　ヘッジ会計の方法：
繰延ヘッジ処理を採用して
おります。

同　　左

②　ヘッジ手段：為替予約 ②　ヘッジ手段：同　　左
ヘッジ対象：外貨建買掛金及び外貨
建予定取引

ヘッジ対象：同　　左

③　ヘッジ方針：為替変動による外貨建
金銭債権債務の損失可能性
を減殺する目的で行ってお
ります。

③　ヘッジ方針：同　　左

④　ヘッジ有効性評価の方法： ④　ヘッジ有効性評価の方法：
ヘッジ開始時から有効性判
断時点までの期間におい
て、ヘッジ対象とヘッジ手
段の相場変動の累計を比較
し、両者の変動額等を基礎
にして判断しております。

同　　左

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容
　為替予約取引等は為替相場の変動によ
るリスクはほとんどないと認識しており
ます。

　同　　左

(5）取引に係るリスク管理体制 (5）取引に係るリスク管理体制
　デリバティブ取引の執行・管理につい
ては、取引権限及び取引限度額等を定め
た社内ルールに従い、資金担当部門が決
裁担当者の承認を得て行っております。

　同　　左
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(6）取引の時価等に関する事項についての
補足説明

(6）取引の時価等に関する事項についての
補足説明

　取引の時価等に関する事項についての
契約額等は、あくまでもデリバティブ取
引における名目的な契約額、または計算
上の想定元本であり、当該金額自体がデ
リバティブ取引のリスクの大きさを示す
ものではありません。

　同　　左
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２．取引の時価等に関する事項

　前事業年度及び当事業年度においては、デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

　確定拠出年金制度及びキャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）制度を設けております。会計基準変更時

差異については、15年による按分額を費用処理しております。また、旧制度から確定拠出年金制度に移管した部分につ

いては、退職給付制度の終了として取り扱い、平成16年度より８年間にわたり従業員に対して拠出され、未払金及び長

期退職給付未払金として計上しております。なお終了した部分に係る会計基準変更時差異については、会計基準適用

指針第1号を適用し、8年定額法により費用処理しております。数理計算上の差異については、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数（8.3年～9年）による定額法により、翌事業年度から費用処理しております。

 

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　確定拠出年金制度及びキャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）制度を設けております。会計基準変更時

差異については、15年による按分額を費用処理しております。また、旧制度から確定拠出年金制度に移管した部分につ

いては、退職給付制度の終了として取り扱い、平成16年度より８年間にわたり従業員に対して拠出され、未払金及び長

期退職給付未払金として計上しております。なお終了した部分に係る会計基準変更時差異については、会計基準適用

指針第1号を適用し、8年定額法により費用処理しております。数理計算上の差異については、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数（9.4年）による定額法により、翌事業年度から費用処理しております。

 

２．退職給付債務及びその内訳

 
前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

(1）退職給付債務（千円） △3,479,980  △3,453,737  

(2）年金資産（千円） 3,094,625  3,110,441  

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)
（千円）

△385,355  △343,296  

(4）
会計基準変更時差異の未処理額
（千円）

1,471,836  1,276,868  

(5）
未認識数理計算上の差異（千
円）

△214,435  △104,380  

(6）未認識過去勤務債務（千円） -  -  

(7）貸借対照表計上額(3)＋(4)＋(5)
＋(6)

（千円）

872,046  829,192  

(8）前払年金費用（千円） 872,046  829,192  

(9）退職給付引当金(7)－(8)（千
円）

-  -  
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３．退職給付費用に関する事項

 

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
 

(1）勤務費用（千円）

(2）利息費用（千円）

(3）期待運用収益（千円）
(4）会計処理基準変更時差異の
費用処理額
（千円）

(5）過去勤務債務の費用処理額　
（千円）
(6）退職給付費用（千円）

(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)
(7）大量退職により、これらの退
職者に係る退職給付債務が消
滅したと認識し、相当する未
認識項目について一時の費用
に計上（千円）

合計(6）＋ (7）（千円）
　

 

236,181

81,979
△

121,718

238,521

△1,313

433,651

310,169

743,820
　

 

190,270

69,600
△

123,785

194,968

△14,725

316,328

-

316,328
　

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（平成18年12月31日）

当事業年度

（平成19年12月31日）

(1）割引率（％） 2.0 同　　　左

(2）期待運用収益率（％） 4.0 同　　　左

(3）退職給付見込額の期間配分方
法

期間定額基準 同　　　左

(4）過去勤務債務の額の処理年数 - -
(5）数理計算上の差異の処理年数
（年）（各事業年度の発生時
における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数によ
る定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。）

8.3～9 9.4

(6）会計基準変更時差異の処理年
数（年）

15 同　　　左
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（税効果会計関係）

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の
内訳

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の
内訳

 
繰延税金資産  
賞与引当金限度超過額 203,876千円
退職給付引当金否認 47,804
未払事業税否認 5,522
製商品廃棄損否認 75,891
減価償却限度超過額 15,052
貸倒損失否認 23,035
役員退職慰労引当金否
認

11,561

未払特別退職加算金否
認

49,217

税務上の繰越欠損金 515,305
その他 117,296
計 1,064,559

　

 
繰延税金資産  
賞与引当金限度超過額 143,967千円
退職給付引当金否認 △47,139
未払事業税否認 5,444
棚卸資産評価損否認 263,974
減価償却限度超過額 15,416
貸倒損失否認 18,004
役員退職慰労引当金否
認

13,949

税務上の繰越欠損金 952,123
その他 157,311
　繰延税金資産小計 1,523,049
　評価性引当額 △

954,603
　繰延税金資産合計 568,446

２．税効果会計適用後の法人税等負担率
は、以下の事由により法定実効税率と相
違しております。

２．税効果会計適用後の法人税等負担率
は、以下の事由により法定実効税率と相
違しております。

 
法定実効税率 40.7％
増加（△減少）の理由  
損金不算入費用 △2.6
その他 0.5
法人税等負担率 38.6％

　

 
法定実効税率 40.7％
増加（△減少）の理由  
損金不算入費用 △1.3
評価性引当額 △82.0
その他 △0.6
法人税等負担率 △43.2％

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社がありませんので該当事項はありません。

 

【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社
等の
名称

住所

資本金
又は出
資金

(千米ド
ル)

事業
の内
容又
は職
業

議決
権等
の所
有
（被
所
有）
割合

関係内容

取引の
内容

取引金額

（千円）
科目

期末残
高

（千
円）

役
員
の
兼
任
等

事
業
上
の
関
係
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親
会
社

エイ
ボン
プロ
ダク
ツ
イン
コー
ポ
レー
テッ
ド

アメリカ合
衆国
ニューヨー
ク州

1,278,474

化粧
品類
の製
造、
販
売、
その
他

(被所
有)
間接

74.62％

〔図
１〕

－

当
社
製
品
等
の
販
売
及
び
当
社
製
品
の
原
材
料
等
の
購
入

化粧品
等の販
売

1,198
売掛
金

124

原材料
等の仕
入

53,356
買掛
金

5,855

経費等
の支払

103,176
未払
金

19,259

親
会
社

エム
・ア
イ・
ホー
ル
ディ
ング
ズ・
イン
コー
ポ
レー
テッ
ド

アメリカ合
衆国
ニューヨー
ク州

36,999

化粧
品類
の製
造、
販
売、
その
他

(被所
有)
間接

74.62％

〔図
１〕

－ － － - － -

親
会
社

エイ
ボン
イン
ター
ナ
ショ
ナル 
オペ
レー
ショ
ンズ 
イン
コー
ポ
レー
テッ
ド

アメリカ合
衆国
ニューヨー
ク州

66,945

化粧
品類
の製
造、
販
売、
その
他

(被所
有)
直接

74.62％

〔図
１〕

－

技
術
援
助
契
約
の
締
結

資金の
貸付

3,720,000 　 － -

利息の
受取

2,650 　 － -

ロイヤ
ルティ
の支払

1,420,416
未払
金

159,737

　〔図１〕
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(2）役員及び個人主要株主等

　該当事項はありません。

 

(3）子会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

（千
円）

事業
の内
容又
は職
業

議決権
等の所
有（被
所有）
割合

関係内容

取引の内
容

取引金
額

（千
円）

科目

期末残
高

（千
円）

役
員
の
兼
任
等

事
業
上
の
関
係

子
会
社

株式会
社
リブ 
アンド
ライフ

東
京
都
新
宿
区

100,000

損害
保険
代理
業

(所有)

直接
100％

兼
任
３
人

－

受取手
数料

840
未収
入金

4,472

資金の
借入

249,259
短期
借入
金

249,259

支払利
息

1,855 － -

 

(4）兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

 

事業
の内
容又
は職
業

議決権
等の所
有（被
所有）
割合

関係内容

取引の内
容

取引金額

（千円）
科目

期末残
高

（千
円）

役
員
の
兼
任
等

事
業
上
の
関
係

親
会
社
の
子
会
社

エイボ
ン コ
スメ
ティッ
クス
台湾　
リミ
テッド

台
湾
台
北
縣

664千
米

ドル

化粧
品類
の製
造、販
売、そ
の他

－ －

当
社
製
品
等
の
販
売

化粧品
等の販
売

1,197,372
売掛
金

93,215

受取手
数料

1,251 　 － -

親
会
社
の
子
会
社

エイボ
ン コ
スメ
ティッ
クス
フィー
ボ　リ
ミテッ
ド

中
華
人
民
共
和
国
香
港

100千
香港ド
ル

化粧
品類
の製
造、販
売、そ
の他

　　－

兼
任
１
人

経
営
の
指
導
等
業
務
委
託

経営の
指導等
業務委
託

431,471
未払
金

101,190

　（注）　上記(1)～(4)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．化粧品等の販売については、原則として市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、決

定しております。

２．原材料の仕入については、当社と関連を有しない他の当事者とおおむね同一の取引条件であります。

３．資金の貸付け及び資金の借入れについては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社
等の
名称

住所

資本金
又は出
資金

(千米ド
ル)

事業
の内
容又
は職
業

議決
権等
の所
有
（被
所
有）
割合

関係内容

取引の
内容

取引金額

（千円）
科目

期末残
高

（千
円）

役
員
の
兼
任
等

事
業
上
の
関
係

親
会
社

エイ
ボン
プロ
ダク
ツ
イン
コー
ポ
レー
テッ
ド

アメリカ合
衆国
ニューヨー
ク州

1,278,474

化粧
品類
の製
造、
販
売、
その
他

(被所
有)
間接

74.67％

〔図
１〕

－

当
社
製
品
等
の
販
売
及
び
当
社
製
品
の
原
材
料
等
の
購
入

化粧品
等の販
売

2,971 － -

原材料
等の仕
入

50,235
買掛
金

11,321

経費等
の支払

148,455
未払
金

20,665

親
会
社

エム
・ア
イ・
ホー
ル
ディ
ング
ズ・
イン
コー
ポ
レー
テッ
ド

アメリカ合
衆国
ニューヨー
ク州

36,999

化粧
品類
の製
造、
販
売、
その
他

(被所
有)
間接

74.67％

〔図
１〕

－ － － - － -
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親
会
社

エイ
ボン
イン
ター
ナ
ショ
ナル 
オペ
レー
ショ
ンズ 
イン
コー
ポ
レー
テッ
ド

アメリカ合
衆国
ニューヨー
ク州

66,945

化粧
品類
の製
造、
販
売、
その
他

(被所
有)
直接

74.67％

〔図
１〕

－

技
術
援
助
契
約
の
締
結

ロイヤ
ルティ
の支払

1,384,689
未払
金

142,904

　〔図１〕

 

(2）役員及び個人主要株主等

　該当事項はありません。

 

(3）子会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

（千
円）

事業
の内
容又
は職
業

議決権
等の所
有（被
所有）
割合

関係内容

取引の内
容

取引金
額

（千
円）

科目

期末残
高

（千
円）

役
員
の
兼
任
等

事
業
上
の
関
係

子
会
社

株式会
社
リブ 
アンド
ライフ

東
京
都
新
宿
区

100,000

損害
保険
代理
業

(所有)

直接
100％

兼
任
３
人

－

受取手
数料

840
未収
入金

4,934

受取配
当金

150,000 － -

資金の
返済

249,259 － -

支払利
息

784 － -

 

(4）兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金

 

事業
の内
容又
は職
業

議決権
等の所
有（被
所有）
割合

関係内容

取引の内
容

取引金額

（千円）
科目

期末残
高

（千
円）

役
員
の
兼
任
等

事
業
上
の
関
係
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親
会
社
の
子
会
社

エイボ
ン コ
スメ
ティッ
クス
台湾　
リミ
テッド

台
湾
台
北
縣

664千
米

ドル

化粧
品類
の製
造、販
売、そ
の他

－ －

当
社
製
品
等
の
販
売

化粧品
等の販
売

1,416,918
売掛
金

51,164

親
会
社
の
子
会
社

エイボ
ン コ
スメ
ティッ
クス
フィー
ボ　リ
ミテッ
ド

中
華
人
民
共
和
国
香
港

100千
香港ド
ル

化粧
品類
の製
造、販
売、そ
の他

　　－

兼
任
１
人

経
営
の
指
導
等
業
務
委
託

経営の
指導等
業務委
託

589,564
未払
金

70,363
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　（注）　上記(1)～(4)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．化粧品等の販売については、原則として市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、決

定しております。

２．原材料の仕入については、当社と関連を有しない他の当事者とおおむね同一の取引条件であります。

３．資金の貸付け及び資金の借入れについては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

4．経営の指導等業務委託については、業務委託契約に基づいており、市場価格等、一般取引条件を参考に決定しており

ます。

 

（１株当たり情報）

 

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 137円64銭 102円09銭

１株当たり当期純損失 15円35銭 28円49銭

 

　なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額につ
いては、1株当たり当期純損
失であり、また新株予約権
付社債等潜在株式がないた
め記載しておりません。

同左

　（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前事業年度

(自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日)

当事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
当期純損失（千円） 898,029 1,666,295
普通株主に帰属しない金額
（千円）

- -

（うち取締役賞与金） (　　-) (　　-)

普通株式に係る当期純損失
（千円）

898,029 1,666,295

期中平均株式数（株） 58,503,994 58,485,576
 

（重要な後発事象）

前事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

当事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）
自己株式取得について 自己株式取得について
平成19年2月21日開催の当社取締役会に
おいて、「定款の定めによる自己株式の買
受け」（会社法第165条第2項）が下記の
とおり決議されました。
　定款の定めに基づき、平成19年2月22日か
ら平成19年12月31日までに、当社普通株式
50万株、取得価額の総額2億5千万円を限度
として自己株式を取得することができま
す。

平成20年2月20日開催の当社取締役会に
おいて、「定款の定めによる自己株式の買
受け」（会社法第165条第2項）が下記の
とおり決議されました。
　定款の定めに基づき、平成20年3月1日か
ら平成20年12月31日までに、当社普通株式
50万株、取得価額の総額2億5千万円を限度
として自己株式を取得することができま
す。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類

前期末残
高

（千円）

当期増加
額

（千円）

当期減少
額

（千円）

当期末残
高

（千円）

当期末減
価償却累
計額又は
償却累計
額

（千円）

当期償却
額

（千円）

差引当
期末残
高

（千円）

有形固定資産        

建物 7,920,588 90,043 114,449 7,896,181 6,141,969 131,843 1,754,212

構築物 166,607 - - 166,607 145,319 3,379 21,288

機械及び装置 5,282,299 135,347 51,651 5,365,995 4,567,865 153,289 798,130

車両運搬具 71,571 3,620 5,573 69,617 62,122 2,867 7,495

工具器具備品 3,760,780 122,069 78,012 3,804,837 3,472,801 131,043 332,036

土地 961,838 - - 961,838 - - 961,838

建設仮勘定 28,550 142,904 121,809 49,645 - - 49,645

有形固定資産計 18,192,235 493,985 371,496 18,314,724 14,390,078 422,422 3,924,645

無形固定資産        

ソフトウェア 272,136 4,065 14,489 261,712 236,634 16,511 25,077

無形固定資産計 272,136 4,065 14,489 261,712 236,634 16,511 25,077
　（注）１．長期前払費用及び繰延資産につきましては、前期末残高、当期増加額、当期減少額及び当期末残高がありませんので、

当該明細表から省略しております。

２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物
厚木オペレーションセン
ター

火災報知機の更新 13,100千円

機械及び装置 同上
高速高機能リキッド充
填設備

65,320 

同上 同上 排水処理設備の更新 26,760
工具器具備品 同上 金型の取得 103,086
３．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 本社 事務所の内装等の除却 20,936千円

同上
厚木オペレーションセン
ター

下水処理施設関連建物
の除却

19,700

機械及び装置 同上 チュウブ充填機の除却 16,500
工具器具備品 同上 レーザー印刷機の除却 18,200
４．建設仮勘定の増加額及び減少額の主なものは、当期において取得し、完成によって固定資産へ編入したものであり

ます。

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

（千円）

当期末残高

（千円）

平均利率

（％）
返済期限

短期借入金 249,259 － 0.75 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

－ － － －
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その他の有利子負債 － － － －

合計 249,259 － － －

　（注）　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（目的使
用）

（千円）

当期減少額

（その他）

（千円）

当期末残高

（千円）

貸倒引当金 15,055 15,936 15,055 - 15,936

返品引当金 31,240 26,456 31,240 - 26,456

役員退職慰労引当金 28,406 5,866 - - 34,272
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ）現金及び預金

区分 金額（千円） 備考

現金 2,499  

預金   

当座預金 760,994  

郵便振替口座 180,611  

小計 941,605 －

合計 944,104 －

 

(ロ）売掛金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（千円） 備考

エイボンメンバー 1,585,725  

その他 56,438  

合計 1,642,164 －

　（注）　エイボンメンバーとの取引につきましては、個々の取引が少額であり件数が多いため、顧客別の表示は行っておりませ

ん。

 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

(C)

────
─

(A) ＋
(B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

1,911,247 26,257,247 26,526,330 1,642,164 94.2 24.7

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

 

(ハ）たな卸資産

(a）商品

品名 金額（千円） 備考

健康食品 122,933  

ファッションジュエリー 76,936  

インナーウェア 161,978  

その他 45,017  

合計 406,865 －
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(b）製品

品名 金額（千円） 備考

メイクアップ 178,735  

スキンケア 177,627  

ヘアケア 46,573  

その他の化粧品 63,218  

合計 466,155 －

 

(c）原材料

品名 金額（千円） 備考

主要材料 265,657  

補助材料 399,997  

合計 665,655 －

 

(d）仕掛品

品名 金額（千円） 備考

メイクアップ 57,382  

スキンケア 14,685  

その他 104,480  

合計 176,548 －

 

(e）貯蔵品

品名 金額（千円） 備考

販売報奨品・印刷物 82,521  

その他 55,427  

合計 137,948 －

 

(ニ）流動資産に計上の繰延税金資産568,446千円の内容については、「財務諸表等、(1）財務諸表、注記事項、（税効果会

計関係）」に記載しております。

 

　　　（ホ）未収入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

相手先 金額（千円） 備考

売掛代金収納業者 686,516  

その他 132,681  

合計 819,197  

 

(へ）前払年金費用

　投資その他の資産に計上の前払年金費用829,192千円の内容については、「財務諸表等、(1）財務諸表、注記事項、

（退職給付関係）」に記載しております。
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②　負債の部

(イ）支払手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（千円） 備考

大日本印刷（株） 244,838  

（株）共栄エスピー 94,541  

凸版印刷（株） 78,129  

（株）ユニオン野木 76,704  

（株）協和ウェルネス 55,198  

その他 240,834  

合計 790,246 －

 

(b）期日別内訳

期日別 金額（千円） 備考

　平成20年１月 316,125  

２月 225,826  

３月 248,294  

合計 790,246 －

 

(ロ）買掛金

相手先 金額（千円） 備考

大日本印刷（株） 354,975  

（株）共栄エスピー 150,746  

（株）ユニオン野木 99,152  

凸版印刷（株） 90,488  

（株）協和ウェルネス 66,363  

その他 115,436  

合計 877,163 －

 

(ハ）未払金

項目 金額（千円） 備考

販売促進費等 968,214  

未払賞与 241,666  

退職給付未払金（一年内に支
払い予定の額）

184,462  

ロイヤルティ 142,904  

その他 140,596  

合計 1,677,844 －
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(ニ）未払費用

項目 金額（千円） 備考

売上割戻 293,304  

通信費 110,069  

荷造運賃費 113,749  

給与・手当 108,943  

社会保険料 165,297  

その他 407,036  

合計 1,198,399 －

 

(ホ）長期退職給付未払金524,240千円及び未払金に含まれています一年以内に支払い予定の退職給付未払金184,462

千円（未払金の内訳参照）は、旧制度から確定拠出年金制度に移管した部分について、退職給付制度の終了とし

て取り扱い、８年分割で支払うものです。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 1月1日から12月31日まで

定時株主総会 3月中

基準日 12月31日

株券の種類
1,000株券　10,000株券　100,000株以上の株式数を表示
した株券

剰余金の配当の基準日
6月30日

12月31日

１単元の株式数 1，000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　　　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　　　全国各支店
日本証券代行株式会社　　　　　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 新株１枚につき50円に印紙税相当額

単元未満株式の買取り （注）

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　　　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　　　全国各支店
日本証券代行株式会社　　　　　本店及び全国各支店

買取手数料
株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定め
る金額

公告掲載方法

東京都内において発行される日本経済新聞

 

（注）　平成19年3月29日開催の定時株主総会の決議に
より定款が変更され、会社の公告方法は次のとお
りとなりました。

　　　　当社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故そ
の他やむを得ない事由により電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に
掲載して行う。
公告掲載URL
http://www.avon.co.jp/company/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　　平成19年3月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、単元未満株式の買取りは次のとおりとなりました。

　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第2項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による請求
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をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株

式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】
 

１【提出会社の親会社等の情報】

(1）当社の親会社等は、エイボン・インターナショナル・オペレーションズ・インコーポレーテッド（アメリカ合衆国）で

あります。このエイボン・インターナショナル・オペレーションズ・インコーポレーテッドの議決権の100％を所有して

います親会社等はエム・アイ・ホールディング・インコーポレーテッド（アメリカ合衆国）であり、さらにこのエム・ア

イ・ホールディング・インコーポレーテッドの議決権の100％を所有しています親会社等はエイボン・プロダクツ・イン

コーポレーテッド（アメリカ合衆国）であります。エイボン・プロダクツ・インコーポレーテッドは、ニューヨーク証券

取引所（アメリカ合衆国）に上場しており、継続開示会社であります。

(2）当社の直接の親会社等はエイボン・インターナショナル・オペレーションズ・インコーポレーテッドであり、同社及び

間接の親会社等でありますエム・アイ・ホールディング・インコーポレーテッドの両社は、共に持株会社であり、両社の

最終的な支配株主はエイボン・プロダクツ・インコーポレーテッドであります。

　エイボン・インターナショナル・オペレーションズ・インコーポレーテッド及びエム・アイ・ホールディング・イン

コーポレーテッドの両社の財務書類は、その最終的な支配株主でありますエイボン・プロダクツ・インコーポレーテッド

の連結財務書類に含まれております。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第35期）（自　平成18年１月1日　至　平成18年12月31日）平成19年3月30日関東財務局長に提出

 

(2）半期報告書

　（第36期中）（自　平成19年１月1日　至　平成19年６月30日）平成19年9月27日関東財務局長に提出

 

(3）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成18年12月1日　至　平成18年12月31日）　平成19年1月5日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年2月22日　至　平成19年2月28日）　 平成19年3月2日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年3月1日　 至　平成19年3月31日）　 平成19年4月3日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年4月1日　 至　平成19年4月30日）　 平成19年5月8日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年5月1日　 至　平成19年5月31日）　 平成19年6月6日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年6月1日　 至　平成19年6月30日）　 平成19年7月5日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年7月1日　 至　平成19年7月31日）　 平成19年8月6日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年8月1日　 至　平成19年8月31日）　 平成19年9月5日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年9月1日　 至　平成19年9月30日）　 平成19年10月4日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年10月1日　 至　平成19年10月31日）　 平成19年11月6日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年11月1日　 至　平成19年11月30日）　 平成19年12月6日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年12月1日　 至　平成19年12月31日）　 平成20年1月8日関東財務局長に提出

 

(4）臨時報告書の訂正報告書

平成19年2月6日関東財務局長に提出

　平成18年11月15日提出の臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に係る訂正報告書で

あります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

 平成19年３月29日

エイボン・プロダクツ株式会社  

 取締役会　御中  

 

 あらた監査法人  

 

 

指定社員

業務執行
社員

 公認会計士 小澤　元秀

 

 

指定社員

業務執行
社員

 公認会計士 廣川　朝海

 

 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているエイボン・プロダクツ株式会社の平成18年１月１日から平成18年
12月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財
務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す
る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合
理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し
た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意
見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、エイボン・プロダクツ株式会社の平成18年12月31日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

 平成20年３月28日

エイボン・プロダクツ株式会社  

 取締役会　御中  

 

 あらた監査法人  

 

 

指定社員

業務執行
社員

 公認会計士 小澤　元秀

 

 

指定社員

業務執行
社員

 公認会計士 廣川　朝海

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられているエイボン・プロダクツ株式会社の平成19年１月１日か
ら平成19年12月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を
行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財
務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合
理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し
た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意
見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、エイボン・プロダクツ株式会社の平成19年12月31日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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